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梶  田 幸 雄  
 
はじめに 
 本稿では、企業が労働者と締結した競業禁止契約が、裁判所により無効と
認定された事案を紹介する1。 
中国においては、労働者のジョブホッピングが多い。このとき、企業の営
業秘密が同業他社に漏洩しはしないかという懸念が企業側には強くある。そ
こで、多くの企業が労働者、とりわけ技術者との間で営業秘密保持・競業禁
止契約を締結することが一般的に見られる。 
 このような契約をすることについては、労働契約法ほかにより、使用者は
労働者と営業秘密保持・競業禁止契約を締結することが認められているとい
う法的根拠もある。 
 ただし、このときは同時に労働契約解除後に当該営業秘密保持・競業禁止
契約をした労働者に対して、相応の競業禁止のための経済補償金の支払いを
しなければならないと定められている。この経済補償に対する取り決めがな
いか、または約定した金額が低い場合には、この契約自体が無効と認定され
ることがある。 
労働者がジョブホッピングをする時に企業から課せられた競業制限をめぐ
る労働紛争も多い。最高人民法院は、2009 年７月６日に「当面の情勢下にお
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ける労働争議紛争事件の審判業務を行うことに関する指導意見」（以下、「指
導意見」という。）を発布した。この指導意見において、「現状において多く
見られる紛争類型には、賃金未払い、リストラおよびこれに伴う経済補償金、
競業制限などがある。」（指導意見７～10 条）と指摘されている。 
 中国進出企業にとっては、営業秘密を如何に保持するかは悩ましい問題で
あり、営業秘密保持手段の一つとして、競業禁止契約がある。そこで、中国
進出企業としては、競業禁止は、どのような要件の下で認容されるのか、お
よび競業禁止が有効に認容されるために経済補償金に関する約定はどのよう
に規定すればよいのかといった判断基準を理解する必要がある。 
 以下は、ドイツ企業が、中国・南京に投資し、設立した現地法人が、同社
の元労働者が同業他社に転職したことは、企業と労働者との間で締結された
営業秘密保持・競業禁止契約に反するとして、元労働者を相手取って労働仲
裁委員会に仲裁申立てをし、同社の主張を認容する判断が下されたところ、
この仲裁判断に不服である元労働者が裁判所に仲裁判断の取消しの訴えを提
起したという事案である。 
 この事案研究により、中国進出企業として労働者と営業秘密保持・競業禁
止契約を締結する場合、いかなる内容の規定をするのが適当であるのかを知
ることができる。また、併せてこの問題に関する法制度および適用上におい
て、なお残された問題を指摘する。 
 以上の研究により、中国進出企業が労働者との間で営業秘密・競業禁止に
かかわる問題が生じた場合の解決方法、結果について予測することが可能に
なるものと考える。 
 
＜営業秘密保持・競業禁止契約が無効と認定されたケース＞2 
 
＜裁 判 所＞ 南京市鼓楼区人民法院（以下、「裁判所」という。） 
＜当 事 者＞ 原告：王雲飛（南京フェニックス・コンタクト有限会社従業 
                    員。以下「X」という。） 
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       被告：シュナイダー・エレクトリック（中国）有限会社上海                    
支社（以下、「Y」という。） 
＜主  文＞ (1)原告 X と被告 Y が締結した秘密保持および競業禁止契約        
における競業禁止条項は無効とする。 
       (2)被告 Y は、原告 X に対して違約金の支払いを請求するが、        
この主張は成立しない。 
＜関連条文＞ 労働法 22 条、労働契約法 23 条、労働契約法 24 条、江蘇省              
労働契約条例 17 条（具体的な条文の内容は本文を参照） 
 
１ 事案の概要 
(1) 事実関係 
 2005 年 8 月、X は、Y と労働契約を締結し、同時に別途、営業秘密保持・
競業禁止契約を締結し、Y の南京事務所で就労していた。 
 X は、その後、Y を退職し、直ちに南京フェニックス・コンタクト有限会
社（訴外。以下、「Z」という。）に転職した。Y は、X が Z に転勤したこと
を知り、X の Z への転職は、X が Y と締結した競業禁止契約に違反している
として、2007 年 7 月 17 日に Y 所在地の上海市普陀区労働紛争仲裁委員会に
労働仲裁を申し立てた。そして、Y は、X に競業禁止義務違反に関する違約
金 6 万 6600 元の支払いを請求し、また、競業禁止義務を引き続き履行する
ように請求した。 
 2007 年 9 月 20 日に上海市普陀区労働紛争仲裁委員会は、以下のとおりの
仲裁判断を下した。 
 (1) X は、Y に違約金 6 万 6600 元を支払え。 
 (2) Y のその他の請求は棄却する。 
 X は、この仲裁判断を不服として、裁判所に営業秘密保持・競業禁止契約
における競業禁止条項の無効の確認と仲裁委員会のXに違約金支払いと認め
る判断の取消しを求める訴えを提起した。 
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(2) X の主張 
 営業秘密保持・競業禁止契約に双方が調印したことは事実である。しかし、
当該契約における競業禁止の経済補償、地域制限の範囲などは、明らかに不
合理なものである。従って、当該契約におけるこれらの競業禁止に関する条
項は、X に対して拘束力をもつものではない。 
 上海市普陀区労働紛争仲裁委員会の仲裁判断は、取り消されるべきである。 
  
(3) Y の主張 
 X は、自らの意思により Y と営業秘密保持・競業禁止契約を締結した。そ
して、双方は X が離職した後 1 年内は、Y と競業関係にある同業他社で勤務
しないことを約定した。X が退職した後、Y は X に対して競業禁止経済補償
金を支払った。ところが、X は Y と競業関係にある Z に就職した。かかる行
為は、双方が約定した競業禁止に反しており、Y が X に支払った競業禁止経
済補償金の３倍の違約金を X は Y に支払うべきである。 
 上海市普陀区労働紛争仲裁委員会の仲裁判断は、維持されるべきである。 
 
(4) 裁判所の判決 
 ① 裁判所が認定した事実 
 X は、2005 年 8 月 29 日、Y と労働契約を締結した。X の勤務地は江蘇省
南京市である。同日、XY 双方は営業秘密保持・競業禁止契約を締結した。
この契約において、以下のことが約定された。 
 (1)競業業務とは、X またはその関連企業の業務または計画している業務と    
転職先企業またはその関連企業が経営している業務が同様であるか、ま    
たは類似もしくは競合関係にあるその他の業務をいう。 
 (2)競合他社とは、企業またはその関連企業以外の競争関係にある業務を営  
むすべての個人、会社、組合企業、合弁企業、独資企業またはその他の
経済実体をいい、これにはフェニックス、ロックウェル・オートメーシ
ョン、リタールなどの会社が含まれる。 
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 (3)地域とは、中華人民共和国内をいう。 
 (4)漏洩禁止とは、労働者は必ず企業の営業秘密情報を厳格に保護し、企業  
との雇用関係が解除されたときにも、いかなる方式によっても秘密情報  
を削除し、隠し持ち、コピーしてはならず、かつ、すみやかに秘密情報
およびその現物とコピーを企業に返却しなければならないことをいう。 
 (5)労働者は、企業との雇用関係を解除した後５年内は、いかなる方式であ  
っても企業またはその関連企業の労働者に対して、たとえ当該労働者が  
企業の秘密情報の使用とは関係のない労働者であっても、また、いかな
る競業他社または企業の利益とは関係のないいかなる目的であっても、
その他の個人および実体に対して秘密情報の全てまたは一部を開示して
はならないということをいう。ただし、当該開示は、法の定める場合を
除く。 
 (6)競業禁止とは、労働者が企業との雇用関係を解除した後 1 年間は、地域     
  内において直接または間接に企業の業務と競争関係にある業務に投資ま  
たは従事してはならず、または競業する組織を設立してはならず、また
は競合他社にいかなる秘密情報に関わるサービスを提供し、開示しては
ならず、正式または臨時であっても競合他社の代理または代表として業 
  務に従事してはならないということをいう。 
 (7)企業は、労働者と締結した労働契約の終止または解除の後、労働者の秘  
密保持および競業禁止の承諾を順守するための経済補償として、企業は  
労働者に退職前１か月分の基本賃金を支払う。 
 (8)もし労働者がこの契約で定めた義務に違反をした場合には、企業は従業  
員に権利侵害行為の停止を求め、競合他社との労働・雇用関係の解除を
要求する権利を有し、かつこれに反した労働者は、企業に対して競業禁 
  止補償金の３倍の違約金を支払わなければならない。 
 2007 年 4 月 30 日、X は Y を退職した。Y は、2007 年７月７日に X が Z
に勤務していることを知った。Y は、Z とその業務において競合関係にある。
そこで、Y は、X が Y を退職した後に Z で勤務した行為は、X と Y が締結し
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た「秘密保持・競業禁止契約」における競業禁止義務に違反していると判断
した。 
 2007 年 7 月 17 日、Y は、上海市普陀区労働紛争仲裁委員会に労働仲裁を
申し立て、X に競業禁止違反についての６万 6600 元の支払いを要求し、か
つ、双方が約定した競業禁止義務を継続して履行するように要求した。 
 2007 年９月 20 日、上海市普陀区労働紛争仲裁委員会は、(1) X に競業禁
止違反についての６万 6600 元の支払い命じ、(2)Y のその他の請求は棄却す
るという判断を下した。 
 X は、この Y 仲裁判断を不服として、2007 年 9 月 25 日に裁判所に訴えを
提起した。 
 裁判所の審理において、X は、Z において勤務していることを認めたが、Z
と Y との間には一部の製品について補完性はあるものの、競合関係はないと
主張した。 
 また、Y は、2007 年 6 月に X に銀行口座に 2 万 4814．5 元を振り込んで
いる。Y は、この振込金は、2007 年 4 月までの X の報酬であり、これには
基本給 6800 元および競業禁止補償金 2 万 400 元から社会保険料と所得税を
控除した金額であると主張する。さらに Yは、競業禁止補償金 2万 400元は、
X が退職する前 3 か月の基本給に基づき計算したものであると述べる。 
 X は、この振込金についての異議は主張しないが、この金額の構成につい
ては明らかではないと主張する。Y は、X に退職前 12 か月の給与明細を提
出し、X の源泉徴収前の総所得が 11 万 4306 元であり、源泉徴収後の所得が
8 万 8199.09 元であると主張する。これに対して、X は異議を表明しない。 
 Y は、Y と Z の製品カタログを証拠として提出し、両者は電源、産業用イ
ンターフェイス、プラグコネクタなどの製品について競合関係があることの
証明としている。X は、Z が生産しているこれら製品の市場シェアは非常に
小さく、製品に若干の重複、補完性があるが、Y と競合関係は存在しないと
主張する。 
 これに対して、Y は、中国工控網3が発表している市場シェア調査データを
麗澤大学紀要 第 91 巻 2010 年 12 月 
 55 
提出した。これによると Y と Z の IO 市場におけるシェアは、上位 10 位に
入っており、それぞれ 3.2％、2.9％であるという。また、HMI 市場について
は、Y のシェアは 3.1％であり、Z のものは非常に小さく、ほぼゼロであると
いう。X は、Y は販社であり、Z はメーカーであるので、主な経営範囲は異
なり、90％以上の業務が異なっていると言い、一部製品は共通しているもの
の、これには互換性がないので競争関係にはないと言う。 
 以上の事実は、各種証拠により認定できる。 
 
 ② 判決 
 本事案の紛争の争点は、X と Y が締結した秘密保持・競業禁止契約が定め
た競業禁止条項が有効であるか否か、X が違約責任を負うべきか否かである。 
 以上のとおりの事実確認に基づき、裁判所は、以下のとおり認定した。 
 労働者と使用者の適法な権利は等しく法の保護を受ける。X の実際の勤務
地は江蘇省南京市であり、本労働契約の実際の履行地は江蘇省南京市である。
ゆえにこの事案に適用する法規には、江蘇省南京市の労働紛争関係の地方法
規も適用される。 
 競業禁止義務は、特定の義務を負わされる労働者の権利を制限するもので
ある。すなわち、労働者は離職後、一定期間内において使用者と直接競争関
係にある業務を自ら営むか、または他人のために営んではならないというこ
とである。 
 江蘇省労働契約条例 17 条の規定によれば、使用者は秘密保持義務を負う
労働者と労働契約または秘密保持契約により競争制限条項を定めることがで
き、この場合には、労働契約の解除または終止後には、労働者に経済補償を
与えなければならないとしている。この中で、経済補償の額は、労働者が使
用者から離職する 12 か月前の報酬総額の 3 分の 1 より尐なくてはならない
としている。使用者が規定に従って、労働者の経済補償を与えていない場合
には、約定した競業制限条項は労働者に対して拘束力を持たない。 
 上述の法律および地方性法規の規定によれば、使用者と秘密保持義務を負
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う労働者は、労働契約または秘密保持契約によって競業禁止条項を約定する
ことができ、労働者が離職した後、一定期間内は使用者と競業関係にある業
務を営むことはできないとして、使用者の適法な経営利益を保護することが
できる。労働者は通常、一定の専門分野を持ち、その専門分野は往々にして
使用者が経営している業務と一定の関係があるものであり、求職するときに
は本人の専門分野によることが多い。労働者は離職後、本人および家庭の生
活の必要から、新しい仕事を探すものであり、競業禁止義務を履行すること
で、一定期間内に新しい仕事を探すことができないときには、労働者個人と
家庭の生活に影響する。労働者個人と家庭生活の実際上の問題を考慮すると
き、上述の法律および地方性法規は、以下のことを明確に規定している。す
なわち、使用者は労働者と競業禁止義務を約定すると同時に、必ず双方が労
働契約を解除または終始した後に、使用者は労働者に一定の競業禁止経済補
償を与えなければならないのである。 
 競業禁止経済補償の約定がないか、または補償額があまりにも低く、規定
に適合しない場合には、競業禁止契約は法的拘束力がない。 
 この事案において、X と Y は、秘密保持契約を締結している。そして、こ
の契約において約定された経済補償金は、わずかに原告の離職前 1 か月の基
本賃金である。Y の主張によれば、Y が X に競業禁止補償として実際に支払
った額は、基本賃金の 3 カ月分であり、江蘇省労働契約条例の規定する基準
よりも低い。 
 従って、この事案において競業禁止契約における競業禁止条項は、X に対
して拘束力を有さないと認定できる。すなわち、X は Y 離職後に Z に勤務し
た行為は、競業禁止義務に反することはなく、X は違約責任を負わない。Y
は X に対して、Y が支払った競業禁止補償金の 3 倍の違約金の支払いを請求
するが、この請求は法により成立しない。 
 以上から、裁判所は、2007 年 12 月 14 日に以下のとおり判決を言い渡し
た。 
 (1)原告 X と被告 Y が締結した秘密保持および競業禁止契約における競業 
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  禁止条項は無効とする。 
 (2)被告 Y は、原告 X に対して違約金の支払いを請求するが、この主張は 
  成立しない。 
 
２ 判決の結論と法律構成 
 裁判所は、Y の X に対する違約金の支払い請求を棄却した。この理由は、
X と Y が締結した秘密保持および競業禁止契約における競業禁止条項を無効
と認定したからである。 
以下、裁判所の判決の構成を帰納的に整理し、裁判所が審理過程において
取り上げ、検討した争点、およびこの争点に関する裁判所の判断基準を明ら
かにする。 
裁判所の判決の構成を帰納的に整理すると、以下のとおりである。 
 裁判所は、Y は X に対して、Y が支払った競業禁止補償金の 3 倍の違約金
の支払いを請求するが、この請求は法により成立しないとした。なぜか。X
は Y 離職後に Z に勤務した行為は、競業禁止義務に反することはなく、X は
違約責任を負わないからである。なぜか。この事案において競業禁止契約に
おける競業禁止条項は、X に対して拘束力を有さないと認定できるからであ
る。 
 なぜ、競業禁止契約における競業禁止条項は、X に対して拘束力を有さな
いのか。X と Y が締結した秘密保持契約において約定された経済補償金は、
わずかに原告の離職前 1 か月の基本賃金であり、Y が X に競業禁止補償とし
て実際に支払った額は、基本賃金の 3 カ月分であり、江蘇省労働契約条例の
規定する基準よりも低いからである。 
 なぜ、競業禁止のための経済補償金が江蘇省労働契約条例の規定する基準
よりも低いと競業禁止契約が無効となるのか。競業禁止経済補償の約定がな
いか、または補償額があまりにも低く、規定に適合しない場合には、競業禁
止契約は法的拘束力がないからである。  
 このように言えるのはなぜか。使用者は労働者と競業禁止義務を約定する
「競業禁止と経済補償の関係―中国における企業と労働者の労働契約上の課題」（梶田 幸雄） 
 58 
と同時に、必ず双方が労働契約を解除または終始した後に、使用者は労働者
に一定の競業禁止経済補償を与えなければならないからである。このように
言えるのはなぜか。上述の法律および地方性法規により、上述のとおり規定
されているからである。 
 では、Y は経済補償金を支払っていたと言えるのではないか。この点につ
いては、法規の立法趣旨から判断する。立法趣旨は、労働者は通常、一定の
専門分野を持ち、その専門分野は往々にして使用者が経営している業務と一
定の関係があるものであり、求職するときには本人の専門分野によることが
多い。労働者は離職後、本人および家庭の生活の必要から、新しい仕事を探
すものであり、競業禁止義務を履行することで、一定期間内に新しい仕事を
探すことができないときには、労働者個人と家庭の生活に影響する。労働者
個人と家庭生活の実際上の問題を考慮するとき、経済補償金が尐ないとすれ
ば、この立法趣旨に反することになる。 
 使用者は、労働者と労働契約または秘密保持契約によって競業禁止条項を
約定することができ、労働者が離職した後、一定期間内は使用者と競業関係
にある業務を営むことはできないとして、使用者の適法な経営利益を保護す
ることができるが、これは、労働者の生活権とトレードオフの関係になり、
使用者と労働者の利益衡量を検討することで、その適否を判断する。 
 この点について、江蘇省労働契約条例は、具体的な判断基準を規定してい
る。江蘇省労働契約条例 17 条の規定によれば、使用者は秘密保持義務を負
う労働者と労働契約または秘密保持契約により競争制限条項を定めることが
でき、この場合には、労働契約の解除または終止後には、労働者に経済補償
を与えなければならないとしている。この中で、経済補償の額は、労働者が
使用者から離職する 12 か月前の報酬総額の 3 分の 1 より尐なくてはならな
いとしている。使用者が規定に従って、労働者の経済補償を与えていない場
合には、約定した競業制限条項は労働者に対して拘束力を持たない。 
 労働者と使用者の適法な権利は等しく法の保護を受ける。X の実際の勤務
地は江蘇省南京市であり、本労働契約の実際の履行地は江蘇省南京市である。
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ゆえにこの事案に適用する法規には、江蘇省南京市の労働紛争関係の地方法
規も適用される。 
 以上の裁判所の判決は、主に(1)競業禁止契約の法的根拠、(2)競業禁止契約
の有効性の判断基準、(3)有効に成立した競業禁止契約の適用基準の３つの部
分から構成されている。 
 以下、裁判所の判決の争点について、それぞれ検討をし、判決の適否を検
討する。 
 
３ 分析 
(1) 競業禁止契約の法的根拠 
 使用者が労働者と契約により当該労働者に対して退職後の競業禁止義務を
課すことは、以下の法令により認められる。 
 労働法 22 条は、「労働契約の当事者は、労働契約で使用者の営業秘密の保
持に関する事項を約定することができる。」と規定している。 
 この労働法の規定を具体化しているのが、労働契約法である。 
労働契約法 23 条は、以下のとおり規定している。 
 「１ 使用者は、労働者と労働契約において使用者の営業秘密および知   
的所有権の秘密を保持する事項について約定することができる。 
 ２ 秘密保持義務を負う労働者に対しては、使用者は労働契約または   
秘密保持契約において競業制限条項を約定することができ、また労
働契約の解除または終止後は、競業制限期限内において月ごとに労
働者に経済補償を与える約定をする。労働者が競業制限の約定に違
反した場合においては、約定に基づき使用者に違約金を支払わなけ
ればならない。」 
 労働契約法 24 条は、以下のとおり規定している。 
  「１ 競業を制限する人員は、使用者の高級管理者、高級技術者および    
その他の秘密保持義務を負う者に限られる。競業を制限する範囲、
地域および期間は、使用者と労働者で約定する。競業制限の約定は、 
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    法律、法規の規定に違反してはならない。 
   ２ （中省略）競業制限期間は、２年を超えてはならない。」 
 また、本事案が発生した江蘇省においては、上記の労働契約法に対する地
方性法規として江蘇省労働契約条例が定められている。 
 この江蘇省労働契約条例 17 条の規定によれば、使用者は秘密保持義務を
負う労働者と労働契約または秘密保持契約により競争制限条項を定めること
ができ、この場合には、労働契約の解除または終止後には、労働者に経済補
償を与えなければならないとしている。この中で、経済補償の額は、労働者
が使用者から離職する 12 か月前の報酬総額の 3 分の 1 より尐なくてはなら
ないとしている。 
 以上の法的根拠により、企業と労働者が競業禁止を約定することができる
とされる。この場合、どのような方式により競業禁止を規定するかが問題と
なる。就業規則において競業禁止を規定している企業と特段に就業禁止契約
を締結している企業がある。 
 就業規則において競業禁止を規定しているだけで良いか、または就業規則
とは別に特段の競業禁止契約が必要であるか否かについて争われた事案は、
筆者の知る限り存在しない。 
 ただ、競業禁止を約定する対象となる人員は、労働契約法 24 条により「使
用者の高級管理者、高級技術者およびその他の秘密保持義務を負う者に限ら
れる。」とされているので、一般労働者に対して一律に就業規則において競業
制限をすることは、競業制限の趣旨になじまないものと考えられる。 
 従って、企業が労働者と競業禁止を約定する場合には、競業禁止契約を別
途に締結する必要があるものと考える4。 
 
(2) 競業禁止契約の有効性の判断基準 
 競業禁止契約を締結することができるという法的根拠は、以上のとおりで
ある。 
 では、競業禁止契約が有効に成立するためには、如何なる要件が必要であ
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るのか。 
 第一に、(1)競業禁止契約も契約の一種であるから、契約法に規定されてい
る成立要件が当然ながら適用される。 
 契約法における成立要件は、①当事者の自由意思、②意思の合致である。  
 第二に、(2)競業禁止契約に特段要請される内容上の要件がある。 
 労働契約法の上述した規定によれば、内容上の要件には、①事項範囲（業
務範囲）、②経済補償金、③期間的範囲、④地理的範囲の記載がある必要があ
ると考えられる。労働契約法の規定からすれば、これらの内容は絶対的記載
事項ではないが、相対的記載事項であり、記載がない場合には効力がないと
解されることになる。 
 では、これらの内容が記載された競業禁止契約が有効に締結された場合、
契約で約定された内容が実際に適用されることに全く問題がないといえるか
否か。この適用基準について争いがあるというのが、実務上の問題である。
実際にこの事案研究で紹介したとおりの紛争が生じている。このために、競
業禁止契約の適用基準についても検討をしておく必要がある。 
 競業制限をする条件と労働者の利益は密接な関係があるものである。従っ
て、制限も過度に広げることは適当ではないと言われる。 
 例えば、競業制限の範囲は、労働者が従事していた特定の業務に限定する
べきである。競業制限する業種は、あらゆる業種に広げるのではなく、一般
に同様の製品の生産・販売をする競合関係にある企業への再就職または退職
労働者自らが同類の企業を設立し経営することを禁止することに限定される
5。 
 日本においても競業制限の約定が有効であると言えるか否かについては、
競業制限義務が「合理的な範囲」である必要性が指摘されている。「合理的な
範囲」にあるかについては、労働者の地位、使用者が労働者の競業を制限す
る目的、必要性とその程度（使用者に正当な利益が存すること）、競業が制限
される職種・期間・地域、代償措置の有無およびその内容などがその判断要
素となり、総合的に考慮して判断される6。 
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 では、中国において労働法 22 条および労働契約法 23 条、24 条を根拠に
認められる競業制限の合理性は、どのような基準で判断されるのか。この点
について、以下で検討する。 
 
(3) 競業禁止契約の適用基準 
 競業禁止契約の記載内容について、以下、①事項範囲（業務範囲）、②経済
補償金、③期間的範囲、④地理的範囲の順番で検討する。 
 ① 事項範囲（業務範囲）    
 営業秘密の概念を検討する場合、最高人民法院の「民事訴訟法を適用する
若干の問題に関する意見」154 条、反不正当競争法 10 条および国家工商行
政管理局の「営業秘密侵害行為の禁止に関する若干の規定」２条の共通項だ
けが、この概念になると言えるのかというとそうではない7。より広義の概念
でとらえる必要がある。 
営業秘密とは、一般的には反不正当競争法 10 条で規定するところの非公
知、収益性、実用性、秘匿性の技術情報および経営情報であり、この技術情
報および経営情報とは具体的に何であるかを变述したのが、国家工商行政管
理局の「営業秘密侵害行為の禁止に関する若干の規定」２条ということにな
る。 
そうであると、例えば、知的財産権の周辺の非特許技術も固有の技術性、
秘密性、実用性が存在すると考えられるので、これも営業秘密の概念に含ま
れると言える8。 
 ② 経済補償金 
経済補償とは、使用者が労働者と労働契約について合意解除した場合（労
働法 24 条）、使用者が 30 日前に労働契約解除について労働者に通知するこ
とによる労働契約解除（労働法 26 条）、および使用者が破産状態から会社更
正期間にあり、または生産経営状況に重大な困難があり、人員削減を必要と
する場合（労働法 27 条）、労働者に与えなければならないものである（労働
法 28 条）。 
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 労働契約法 23 条 1 項は、営業秘密保持に関連して、転職する労働者と競
業制限の約定をすることを認めている。そして２項は、競業制限を約定した
技術者には、競業制限期限内において月ごとに労働者に経済補償を与えなけ
ればならないとする。 
では、この経済補償金の額はどれだけなのか。経済補償の額は、具体的に
は、労働部が制定した「労働契約の違反および解除における経済補償規則」
（1994 年 12 月３日公布、1995 年１月１日施行。以下、「経済補償規則」と
いう。）により規定されている。 
使用者と労働者の当事者間の合意による契約解除に際しての経済補償金に
ついては、この経済補償規則５条で次のとおり規定されている。 
 「労働契約当事者間の協議による合意解後に使用者が労働契約を解除す 
る場合、使用者は、労働者の当該使用者における勤続年数に応じて、満 
１年につき１ヵ月の賃金に相当する経済補償金を支払わなければならな 
いが、その最高額は 12 ヵ月分を超えないものとする。勤続年数が１年 
に満たない場合は、１年の基準で経済補償金を支払う。」 
この経済補償金について、労働契約法の意見徴収稿においては、この経済
補償金の額について当該労働者が年収より尐なくてはならないという草案が
作成されていた。しかし、これでは従来の年収の 50％で２年間の競業制限が
なされることになり、低すぎるとの意見が多くあり、この基準が削除され、
上述のとおりの最終的条文になった経緯がある9。 
経済補償規則は、労働契約法より前に制定、施行された規則である。この
経済補償規則は廃止されていないので、具体的に経済補償金を算定する場合
には、なおこの経済補償規則が適用される。 
  終身雇用制がなくなり、雇用の流動化が進んでおり、自主的な転職も多い
中国で、競業制限義務は就業機会を制約することになるので、経済補償金の
支払いは認められて良い制度ではあるが、合理的な経済補償金をどのように
算定するのかは非常に難しいのではないかと考える。 
なお、本事案において X は、Y に対して競業禁止契約違反を理由に、X が
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Y に支払った経済補償金の３倍の賠償金の支払いを要求している。賠償金は、
使用者が労働契約法の規定などに違反して賃金を支払わないなどの行為が合
った場合に、経済補償のほかに支払いを命じるものである。例えば、固定期
限のない労働契約を締結しない場合において、労働契約を解除または終了す
る場合には、使用者は労働者に対し、経済補償金の２倍の額を賠償金として
支給しなければならない（労働法 87 条）などの規定がある。 
③ 期間的範囲 
この競業制限期間は、24 条によれば２年を超えてはならないとされている。 
④ 地理的範囲 
労働契約法 24 条は、競業制限する地域については、使用者と労働者で約
定すると規定している。 
この規定では、競業制限の地域についても、合理的な地域はどのように判
断されるのか判然としない。企業と競合関係が発生する可能性のある地域に
限定し、むやみに地域を広げることは、労働者の合法的権利を侵害すること
になるので、適当ではないと言われている10。 
 
４ 展望と提言 
 前述のとおり、競業禁止契約において記載する必要がある内容は、①事項
範囲（業務範囲）、②経済補償金、③期間的範囲、④地理的範囲である。本事
案においては、①および②が問題となった。 
 本事案において、①事項範囲（業務範囲）については、裁判所は特段の判
示をしていない。また、本事案においては、競業禁止契約は、競合他社につ
いても規定しているが、この点ついても裁判所は特段の判示をしていない。
経済補償金の額が、尐ないということをもって競業禁止契約の効力がないと
いう結論を導けるので、事項範囲について必ずしも検討をする必要がないと
いうことである。しかし、本事案でなければ、事項範囲も重要な論点になる
ものである。とりわけ競合関係の有無の判断基準が明確になされる必要があ
る。 
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 本事案において、②経済補償金に関しては、裁判所は、Y が X に対して支
払った経済補償金が江蘇省労働契約条例 17 条の規定に反して尐ないという
ことで、X の訴えを認容する判決を言い渡した。Y は、労働契約法の基準の
範囲内で経済補償金を支払ったものであるが、江蘇省労働契約条例 17 条の
基準は、労働部が制定した経済補償規則の基準を上回るものであった。この
点において、Y が X と競業禁止契約を締結したときに誤認または過失があっ
たのであろう。中国においては、中央が法令を定める場合、各地方の経済状
況等が異なるために、地方政府に地方所事情にあった規定を策定することが
できるように裁量権を与えている。企業は、中央政府の法令を検討するだけ
でなく、関連の地方法規も十分に検討しておく必要があるということがいえ
る。 
本事案において、③期間的範囲、④地理的範囲は争点とはならなかった。
③期間的範囲は、労働契約法 24 条で２年を超えてはならないとされている。
この期間は、妥当な基準であると考える。では、④地理的範囲はどうか。労
働契約法 24 条は、競業制限する地域については、使用者と労働者で約定す
ると規定している。X と Y は、契約で「地域とは、中華人民共和国内をいう。」
と約定した。実務上、使用者がこのように広い範囲で地域制限することが可
能なのか。この点が争点となった事案は筆者の知る限りは存在しないので判
然としない。労働契約法の注釈書にも明確な基準が示されていない。実際の
事案が発生しないと明らかにならない問題であるかも知れない。 
 上述のとおり労働契約法の規定では、判然としない点がある。それでもな
お、契約制で労働契約期間のある労働者が期間満了に伴って転職することは
当たり前であるし、また期間満了前の転職も盛んである。そうであるので、
競業禁止契約は使用者にとって労働契約の一部を構成する不可欠なものであ
る。 
企業は、営業秘密を保持するために使用者自らが当該企業における営業秘
密の範囲を定義し、明らかにし、かつ秘密保持のための制度や組織体制を整
えておく必要がある。このための手段として、(1)労働者と秘密保持契約を締
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結し、(2)秘密保持のための専門の組織を設置し、(3)合理的な秘密保持措置を
具体的に講じることが肝要である。 
 競業禁止は、企業の秘密保持と密接に関わる場合にのみ適用されるという
ことに関して、以下の事案が参考になる11。 
 上海市の外資系アパレル企業 Y で経理を担当していた労働者 X が、健康上
の理由から退職を申し出たとき、使用者から競業制限条項のある労働契約解
除協議書の調印を求められた。X は、特段の企業秘密にかかわる業務に従事
していなかったので、競業制限が課されることは不可解であるとして、労働
契約解除協議書に調印することを拒否した。そのまま X は、Y を辞し、出勤
しなくなった。しかし、Y が引き続き X に労働契約解除協議書に調印をする
ように要求し、調印しない限り退職手続を行えないと通知して来た。かつ、
X が出勤をしなくなった日以降について、X に怠業があるという通知を送付
して来た。そして、Y は、X の退職を認めないまま、出勤をしていない期間
について無断欠勤、怠業として処理をし、支給すべき給与から罰金を控除し
た。 
 そこで、X は、Y の措置を不当として、Y を相手取った労働仲裁を地元の
労働紛争仲裁委員会に申し立てた。 
 労働紛争仲裁委員会は、X の主張を認容し、Y に対して X に 2,500 元の賃
金を支払うように命じる仲裁判断を下した。 
 この事案からは、競業制限は退職する労働者の職業選択の自由を制限する
ものであるから、使用者は競業制限の対象となる労働者の範囲を限定して考
える必要があるということが言える。労働契約法 24 条１項において、「競業
を制限する人員は、使用者の高級管理者、高級技術者およびその他の秘密保
持義務を負う者に限られる。」としているのも、この趣旨からである。 
 秘密保持を負う者とは、企業の営業秘密に接する機会があり、これを把握
している者である。具体的には、高級管理者以外の労働者としては、企業の
事業企画担当者、研究開発に従事する技術者、営業員などの労働者が対象に
なる12。 
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まとめ 
多くの企業が労働者、とりわけ技術者との間で営業秘密保持・競業禁止契
約を締結している。かかる契約の締結については、労働法 22 条および労働契
約法 23 条、24 条という法的根拠がある。 
 この場合、競業禁止契約において、①事項範囲（業務範囲）、②経済補償金、
③期間的範囲、④地理的範囲などについて記載する必要がある。 
しかし、現時点において、競業制限の範囲、地域に関して合理的な範囲や
地域はどのように判断されるのか必ずしも判然としない。 
また、労働契約解除後に当該営業秘密保持・競業禁止契約をした労働者に
対しては、相応の経済補償金の支払いをしなければならないと定められてい
るが、競合他社という概念も明確な判断基準があるとは言えない。 
このために、労働者がジョブホッピングをする時に企業から課せられた競
業制限をめぐる労働紛争が多い。 
 それでも中国において、企業の営業秘密を尊重しようという姿勢は十分に
見られるようになってきている。また、営業秘密の内容についても、広く解
釈されている。こうした傾向は、中国に進出する外国企業としては評価でき
るものであろう。 
 今後、本稿で取り上げた事案と同様の紛争が労働紛争仲裁や労働裁判で争
われ、この仲裁事案や判例の積み重ねによって、判断基準が形成されてくる
ことになるのかも知れない。それでもなお、本事案のような典型的事案が見
られるので、最高人民法院の司法解釈13や指導意見により、(1)競合関係の概
念、(2)営業秘密保持および競業制限に伴って発生する経済補償金をどのよう
に考えればよいのか、(3)競業制限の範囲、地域についても、合理的な範囲や
地域はどのように判断されるというような問題について、明確な判断基準が
早期に示されることを期待したい14。 
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